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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溶融または軟化した樹脂を一対の金型内に装填した後、プレスによって加圧して成形体
を得る成形用金型において、
　前記成形用金型は、金型本体と、薄型とを備え、
　前記金型本体は、前記薄型を支持し、
　前記薄型は、加熱手段を有するとともに前記溶融または軟化した樹脂を附形する成形面
を有し、
　前記一対の金型の少なくとも一方は、前記金型本体と薄型との間に断熱材からなる断熱
層を有し、前記断熱層は、第一断熱部材からなる第一断熱層Ａと、前記第一断熱部材より
も縦弾性率の低い第二断熱部材からなる第二断熱層Ｂとから構成され、
　前記プレス時、前記第二断熱層Ｂが変形し、前記薄型が動いて前記成形用金型の平行度
が修正される
ことを特徴とする成形体の成形用金型。
【請求項２】
　前記断熱層は、前記薄型の裏面全域に接触するように配置されていることを特徴とする
請求項１に記載の成形用金型。
【請求項３】
　前記第二断熱層Ｂは、複数の薄い第二断熱部材を積層し、これにより前記複数の薄い第
二断熱部材間に熱抵抗が生じるようにして形成されていることを特徴とする請求項１また
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は２に記載の成形用金型。
【請求項４】
　前記成形用金型は、上金型および下金型を有し、前記上金型および下金型のいずれか一
方が、成形面として微細な凹凸部を有する薄型と前記薄型を支持する金型本体とを備え、
他方が微細な凹凸部を有さない薄型と前記薄型を支持する金型本体とを備え、前記微細な
凹凸部を有する薄型を備えた金型が、前記第一断熱層Ａのみからなる断熱層を有し、前記
微細な凹凸部を有さない薄型を備えた金型が、前記第一断熱層Ａと第二断熱層Ｂとを有す
ることを特徴とする請求項１に記載の成形用金型。
【請求項５】
　前記第一断熱層Ａは、熱伝導率が１６W/(m・K)以下、縦弾性係数が１ＧＰａ以上、かつ
厚みが１ｍｍ以上であり、前記第二断熱層Ｂは、熱伝導率が１W/(m・K)以下、縦弾性係数
が０．００１ＧＰａ以上、かつ厚みが４０μm以上であることを特徴とする請求項１に記
載の成形用金型。
【請求項６】
　前記微細な凹凸部が、１０ｎｍ～１ｍｍの幅または直径を有するとともに、１０ｎｍ～
１ｍｍの深さまたは高さを有する形状であることを特徴とする請求項４に記載の成形用金
型。
【請求項７】
　得られる成形体の厚さが５０μｍ～５ｍｍの範囲であることを特徴とする請求項１～６
のいずれかに記載の成形用金型。
【請求項８】
　前記薄型が、さらに冷却手段を備えてなることを特徴とする請求項１～７のいずれかに
記載の成形用金型。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載の成形用金型を用い、溶融した樹脂を、成形面を有する
薄型上に塗布する塗布工程を少なくとも有することを特徴とする成形体の製造方法。
【請求項１０】
　前記塗布工程が、吐出口を備えた塗布装置に熱可塑性樹脂を供給し、前記吐出口の先端
部と前記薄型との距離によって最終製品の厚さが規制されるように、前記塗布装置を移動
させながら、かつ前記加熱手段によって前記薄型を所望の温度に維持した状態で、最終製
品にほぼ近い形状および厚さに、前記成形面を有する薄型上に前記熱可塑性樹脂を吐出す
る工程であることを特徴とする請求項９に記載の成形体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、成形体の成形用金型およびこれを用いる成形体の製造方法に関するものであ
る。本発明の成形用金型および製造方法は、プレス成形法、ナノインプリント成形法、ホ
ットエンボス成形法等、樹脂を加圧附形して最終製品を得る成形法に有用である。
【背景技術】
【０００２】
　現在、サブμｍの超微細な凹凸形状を表面に有するとともに、三次元、薄肉、かつ大面
積の形状を有する成形体が、マイクロレンズ・アレイのような電子ディスプレイ用光学部
品、マルチモード光導波路のような光情報通信用部品等として求められている。
【０００３】
　特許文献１（特許第３８５７７０３号公報）には、表面に微細な凹凸部を有する成形型
上に、溶融した熱可塑性樹脂を塗布する塗布工程と、塗布した熱可塑性樹脂を金型により
プレスし、成形体の形状を整えるプレス工程と、塗布した熱可塑性樹脂を冷却し固化させ
る固化工程とを少なくとも有する成形体の製造方法が開示されている。この技術では、熱
可塑性樹脂の塗布の際、該樹脂を吐出する吐出口の先端部と成形型との距離によって最終
製品の厚さが規制されるようにし、プレス工程で微細な凹凸部を樹脂に転写している。こ



(3) JP 4444980 B2 2010.3.31

10

20

30

40

50

れにより、超微細加工、高い寸法精度、低残留応力、低複屈折、高光透過性、優れた機械
的強度を有する成形体を、超低圧の成形プロセスでありながら、三次元、薄肉、かつ大面
積の形状でもって提供可能となるため、当業界では極めて有用である。
【０００４】
　また特許文献１に開示された技術では、具体例として、プレス工程において金型を熱可
塑性樹脂のガラス転移温度近傍またはそれ以上まで加熱し、その後、金型を冷却して熱可
塑性樹脂を冷却・固化させ、製品を取り出している。すなわち、この具体例では１成形サ
イクル中に金型を加熱・冷却する工程が必要となる。したがってこの加熱・冷却を迅速に
行わなければ生産性の向上が望めないことになる。一般的に、熱容量(密度×比熱×体積)
の大きい金型全体を急速に加熱冷却するのは困難であることから、理想的には樹脂に接す
る金型の成形面の表面のみを加熱冷却することが望まれる。しかしながら一般に金型は鋼
、ステンレス、銅合金など、比較的熱が伝わり易い材質で製作されるため、局所的に樹脂
が接する部位のみを加熱・冷却しようとしても伝熱によって熱が拡散してしまう。したが
って、金型の成形面を、効率的かつ迅速に加熱・冷却する技術が求められている。
【０００５】
　なお、成形用金型に断熱材を使用する技術は、幾つか知られている。例えば図６に示す
ように、上金型６１および下金型６２を備え、上金型６１がプレススライド（可動盤）６
３と連結し、下金型６２がボルスター（固定盤）６４に固定され、上金型６１および下金
型６２からプレススライド６３およびボルスター６４への伝熱を抑制し、各盤および盤に
取り付けられた付帯機器(ロードセルなどの電子機器やボールネジや油圧シリンダなどの
駆動機器等)の温度上昇を抑制するために、上金型６１とプレススライド６３との間、お
よび、下金型６２とボルスター６４との間に断熱材６５，６６を設置することは公知であ
る。しかし、上金型６１とプレススライド６３との間、および、下金型６２とボルスター
６４との間を断熱しても、金型内での熱の拡散を抑制することはできず、加熱・冷却サイ
クルの短縮には、殆ど効果がない。
【０００６】
　また特許文献２（特開平８－２７６４３３号公報）には、溶融状態の熱可塑性樹脂を成
形面に押圧して密着させて固化させるための成形面を備えた型体を、金型本体によって支
持して成り、所定の加熱手段、冷却手段、嵌合部材を設け、さらに型体の被支持部と前記
金型本体の支持部との間に断熱支持部材を設けた成形用金型が開示されている。しかし特
許文献２の一形態では、型体の撓みを抑制するため、その裏側を複数本の棒状の補強リブ
で補強しており、この補強リブの存在により断熱効果が低減する。また、サブμｍの超微
細な凹凸形状を表面に有する薄肉の成形体を製造する場合、型体の撓みを最小限に抑制す
る必要があるが、補強リブで局所的に補強した場合、補強された部位の近傍のたわみは抑
えられるが、リブ間の補強された部位から遠い場所(たとえばリブとリブとの間)では型体
のたわみが発生し、微細な凹凸形状の転写に重大な悪影響を及ぼす。また製品の厚みのバ
ラツキも生じる。
【０００７】
　さらに特許文献３（特開２００６－１１６７５９号公報）には、複数個のゲートを有し
、光学材料の面に対応するキャビティの少なくとも一つの面に微細パターンを有するスタ
ンパーと、該スタンパーの裏側に、厚さが０.０１～１ｍｍであり、熱伝導率が５Ｗ／(ｍ
・Ｋ)以下であり、引張り弾性率が２ＧＰａ以上である断熱層を設けてなる光学材料射出
成形用金型が開示されている。しかし、スタンパーの裏側に断熱材を設けると、サブμｍ
の超微細な凹凸形状を表面に有する薄肉の成形体を製造する場合、成形時の圧力によって
断熱材が変形し、微細な凹凸形状の転写に重大な悪影響を及ぼす。また製品の厚みのバラ
ツキも生じる。さらに、スタンパーの裏面に断熱材を設けた場合、スタンパー自体の加熱
・冷却を断熱材越しに行う必要が生じるため、迅速なスタンパーの加熱・冷却が困難とな
る。
【０００８】
　一方、微細な凹凸形状を表面に有する薄肉の成形体を製造する場合、金型の平行度（金
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型のプレス方向に直交する方向の上金型および下金型の平行の度合い）が最終製品の形状
に大きな影響を及ぼすことを、本発明者らは見出した。平行度が多少なりとも狂っている
場合、溶融樹脂および微細な凹凸形状間に均一な圧力がかからず、これにより転写不良が
発生する。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　したがって本発明の目的は、樹脂が接する金型の成形面を、効率的かつ迅速に加熱・冷
却可能とするとともに、微細な凹凸形状を表面に有する薄肉の成形体を製造する場合であ
っても、該微細な凹凸形状の転写に悪影響を及ぼすことのない、成形体の成形用金型およ
びこれを用いる成形体の製造方法を提供することである。
　また本発明の別の目的は、金型の平行度に多少の狂いが生じていたとしても、成形プロ
セス中でこれを修正することのできる成形体の成形用金型およびこれを用いる成形体の製
造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　請求項１に記載の発明は、溶融または軟化した樹脂を一対の金型内に装填した後、プレ
スによって加圧して成形体を得る成形用金型において、
　前記成形用金型は、金型本体と、薄型とを備え、
　前記金型本体は、前記薄型を支持し、
　前記薄型は、加熱手段を有するとともに前記溶融または軟化した樹脂を附形する成形面
を有し、
　前記一対の金型の少なくとも一方は、前記金型本体と薄型との間に断熱材からなる断熱
層を有し、前記断熱層は、第一断熱部材からなる第一断熱層Ａと、前記第一断熱部材より
も縦弾性率の低い第二断熱部材からなる第二断熱層Ｂとから構成され、
　前記プレス時、前記第二断熱層Ｂが変形し、前記薄型が動いて前記成形用金型の平行度
が修正される
ことを特徴とする成形体の成形用金型である。
　請求項２に記載の発明は、前記断熱層は、前記薄型の裏面全域に接触するように配置さ
れていることを特徴とする請求項１に記載の成形用金型である。
　請求項３に記載の発明は、前記第二断熱層Ｂは、複数の薄い第二断熱部材を積層し、こ
れにより前記複数の薄い第二断熱部材間に熱抵抗が生じるようにして形成されていること
を特徴とする請求項１または２に記載の成形用金型である。
　請求項４に記載の発明は、前記成形用金型は、上金型および下金型を有し、前記上金型
および下金型のいずれか一方が、成形面として微細な凹凸部を有する薄型と前記薄型を支
持する金型本体とを備え、他方が微細な凹凸部を有さない薄型と前記薄型を支持する金型
本体とを備え、前記微細な凹凸部を有する薄型を備えた金型が、前記第一断熱層Ａのみか
らなる断熱層を有し、前記微細な凹凸部を有さない薄型を備えた金型が、前記第一断熱層
Ａと第二断熱層Ｂとを有することを特徴とする請求項１に記載の成形用金型である。
　請求項５に記載の発明は、前記第一断熱層Ａは、熱伝導率が１６W/(m・K)以下、縦弾性
係数が１ＧＰａ以上、かつ厚みが１ｍｍ以上であり、前記第二断熱層Ｂは、熱伝導率が１
W/(m・K)以下、縦弾性係数が０．００１ＧＰａ以上、かつ厚みが４０μm以上であること
を特徴とする請求項１に記載の成形用金型である。
　請求項６に記載の発明は、前記微細な凹凸部が、１０ｎｍ～１ｍｍの幅または直径を有
するとともに、１０ｎｍ～１ｍｍの深さまたは高さを有する形状であることを特徴とする
請求項４に記載の成形用金型である。
　請求項７に記載の発明は、得られる成形体の厚さが５０μｍ～５ｍｍの範囲であること
を特徴とする請求項１～６のいずれかに記載の成形用金型である。
　請求項８に記載の発明は、前記薄型が、さらに冷却手段を備えてなることを特徴とする
請求項１～７のいずれかに記載の成形用金型である。
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　請求項９に記載の発明は、請求項１～８のいずれかに記載の成形用金型を用い、溶融し
た樹脂を、成形面を有する薄型上に塗布する塗布工程を少なくとも有することを特徴とす
る成形体の製造方法である。
　請求項１０に記載の発明は、前記塗布工程が、吐出口を備えた塗布装置に熱可塑性樹脂
を供給し、前記吐出口の先端部と前記薄型との距離によって最終製品の厚さが規制される
ように、前記塗布装置を移動させながら、かつ前記加熱手段によって前記薄型を所望の温
度に維持した状態で、最終製品にほぼ近い形状および厚さに、前記成形面を有する薄型上
に前記熱可塑性樹脂を吐出する工程であることを特徴とする請求項９に記載の成形体の製
造方法である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、樹脂が接する金型の成形面を、効率的かつ迅速に加熱・冷却可能とす
るとともに、微細な凹凸形状を表面に有する薄肉の成形体を製造する場合であっても、該
微細な凹凸形状の転写に悪影響を及ぼすことのない、成形体の成形用金型およびこれを用
いる成形体の製造方法を提供することができる。
　また本発明によれば、金型の平行度に多少狂いが生じていたとしても、成形プロセス中
でこれを修正することのできる成形体の成形用金型およびこれを用いる成形体の製造方法
を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明をさらに詳細に説明する。
　図１は、本発明の成形用金型の一実施形態の正面図である。図１に示すように本発明の
成形用金型１は、上金型１１および下金型１２からなる一対の金型を備え、溶融した樹脂
を金型内に装填した後、または、板状またはフィルム状の固体樹脂を金型内に装填して加
熱によって軟化させた後、上金型１１および下金型１２間のプレスによって加圧して成形
体を得るように構成されている。上金型１１および下金型１２は、金型本体１１１および
１２１と、薄型１１２および１２２とを備えている。金型本体１１１および１２１は薄型
１１２および１２２を支持している。上金型１１はプレススライド（可動盤）１４と連結
し、下金型１２はボルスター（固定盤）１５に固定されている。薄型は、少なくとも加熱
手段を有するとともに溶融または軟化樹脂を附形する成形面を有している。
【００１３】
　また、薄型１１２および１２２は加熱手段１１３および１２３を有する。加熱手段とし
ては特に制限するものではないが、例えば（１）温調された水（湯）や油などの熱媒体を
、薄型に設けられた該媒体の流路に流通させて加熱する方法；（２）プレートヒータ、カ
ートリッジヒータなどの電熱ヒータを薄型に装着して加熱する方法；（３）ハロゲンラン
プ、遠赤外線ヒータなど、赤外線を放射する手段を金型内または金型外に設け、赤外線を
金型キャビティ裏面（金型内から照射）またはキャビティ表面（金型外から照射）に照射
して加熱する方法；（４）誘導加熱する方法；（５）薄型の表面に導電性膜を設け、該導
電性膜に通電してジュール発熱させることで加熱する方法などが挙げられる。さらには、
上記の手段で金型本体を加熱し、薄型は加熱された金型本体からの伝熱で加熱されてもよ
い。図１の形態は、上記（１）の方法を採用している。これにより薄型１１２および１２
２を局所的に加熱可能となる。また、下金型１２に設けられた薄型１２２は、溶融した樹
脂を附形するスタンパー１３からなる成形面を有する。スタンパー１３は、微細な凹凸形
状を表面に有する薄肉の成形体を製造する場合、樹脂に転写する微細な凹凸部を有し、そ
の形状としては例えば１０ｎｍ～１ｍｍの幅または直径を有するとともに、１０ｎｍ～１
ｍｍの深さまたは高さを有する。
【００１４】
　また、薄型１１２および１２２は冷却手段（図示せず）を設けるのも好ましい形態であ
る。冷却手段としては、例えば下記のような方法が挙げられる。（１）薄型に設けられた
媒体の流路に薄型よりも低い温度の流体を流通させて冷却する方法；（２）薄型に設けら
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れた管路に空気を流通させて冷却する方法；（３）薄型の成形面に空気や揮発性の液体と
気体とを混合したミストを吹き付けて冷却する方法；（４）ヒートパイプにより、薄型内
の熱を外部に輸送・放出することで冷却する方法；（５）ペルチェ素子などの電気的冷却
器によって、薄型の熱を奪って冷却する方法。さらには、上記の手段で金型本体を冷却し
、薄型は冷却された金型本体からの伝熱で冷却されてもよい。
　上記の加熱・冷却手段を適宜組み合わせて用いるのが好ましい。
【００１５】
　金型本体１１１および１２１、薄型１１２および１２２は、金属部材から構成すること
ができ、具体的材料としては、例えばステンレス、鋼、銅合金、アルミニウム合金などが
挙げられる。金属部材を用いることによりプレス時の圧力によって金型本体および薄型が
撓むことがない。また薄型を急速に加熱・冷却することが可能となる。
【００１６】
　金型本体１１１と薄型１１２との間には、断熱材からなる断熱層１１４が設けられ、金
型本体１２１と薄型１２２との間には、断熱材からなる断熱層１２４が設けられている。
断熱層は、ボルト等の公知の固定手段により金型本体および薄型間に固定されている。断
熱層１１４，１２４の存在により、樹脂が接する金型の成形面、すなわち薄型１１２およ
び１２２を、効率的かつ迅速に加熱および冷却することができる。さらに薄型１１２およ
び１２２の温度の均一化に効果を奏する。また、図１の形態において、薄型の裏面全域に
断熱層が接触するように配置されている。これにより、プレスの際、面内での支持力が均
一となり微細な凹凸形状の転写が良好となり好ましい。
【００１７】
　断熱材としては、耐熱性を有するとともに薄型から金型本体への良好な断熱性能を有す
るものであればとくに制限されないが、例えばフェノール樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹
脂、不飽和ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、紙、シリコンゴムなど
が挙げられる。
【００１８】
　また断熱層１１４，１２４の厚さは、プレス時の薄型の加熱温度により適宜設定される
ものであるが、例えば４０μｍ～２０ｍｍである。また断熱層１１４，１２４の熱伝導率
は、１６W/(m・K)以下（好ましくは０．０１～５W/(m・K)）、縦弾性係数が０．００１Ｇ
Ｐａ以上（好ましくは０．００２～１００ＧＰａ）であるのがよい。
【００１９】
　上記形態では、スタンパー１３の平面性は薄型１２２のスタンパー搭載面の平坦度を確
保することで達成される。これにより、断熱性能の高い（比較的剛性の低い）断熱部材を
使用しても成形性に悪影響を及ぼさないことになる。
【００２０】
　スタンパー１３は、成形体への要求性能に合わせて、上下金型キャビティのいずれの部
位に設置されてもよいが、好ましくは、塗布装置によって溶融樹脂が精密塗布される側の
金型のキャビティ面に設置すると、低圧力で高精度の微細凹凸形状の転写を行うことがで
きる。本発明では、フォトリソグラフィ法、電気鋳造法、イオンエッチング法などの半導
体プロセスを利用してスタンパ表面に微細な凹凸部を形成し、これを成形型として金型内
に設置してもよい。スタンパの材質は、ニッケル(またはニッケル合金)、シリコン、ガラ
スなどが挙げられ、このような材料のみで形成されてもよいし、例えば数十μm～数mmの
厚さを有する板状母材（例えばシリコン基板など）上にニッケルで微細凹凸を形成するな
どしてもよい。これとは別に、金型本体のキャビティ面に直接微細凹凸形状を形成しても
よい。凹凸部の断面形状は、矩形を基本とするが、テーパー(台形)型、三角型、半円型、
半楕円型などでもよい。
【００２１】
　図２は、本発明の成形用金型の別の実施形態を説明するための正面図である。図２にお
ける成形用金型は、図１の形態の成形用金型とほぼ同じ構成を有するが、断熱層１１４お
よび１２４が、第一断熱部材からなる第一断熱層Ａと、第一断熱部材よりも縦弾性率の低
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い第二断熱部材からなる第二断熱層Ｂとを有する点が異なっている。
【００２２】
　第一断熱層Ａは、熱伝導率が１６W/(m・K)以下（好ましくは０．１～５W/(m・K)）、縦
弾性係数が１ＧＰａ以上（好ましくは３～１００ＧＰａ）かつ厚みが１ｍｍ以上（好まし
くは５～１０ｍｍ)であるのがよい。第一断熱層Ａを形成するに好ましい第一断熱部材の
材料としては、例えばフェノール樹脂などが挙げられる。また第二断熱層Ｂは、熱伝導率
が１W/(m・K)以下（好ましくは０．０１～０．５W/(m・K)）、縦弾性係数が０．００１Ｇ
Ｐａ以上（好ましくは０．００２～５ＧＰａ）、かつ厚みが４０μm以上（好ましくは４
０～５０００μｍ)であるのがよい。第一断熱層Ｂを形成するに好ましい第二断熱部材の
材料としては、例えば紙やシリコンゴムなどが挙げられる。
【００２３】
　また第二断熱層Ｂは、複数の薄い第二断熱部材を積層し、これにより前記複数の薄い第
二断熱部材間に熱抵抗が生じるようにして形成されているのが好ましい。これにより断熱
性能がさらに向上する。
【００２４】
　図３は、第二断熱層Ｂとして複数の薄い第二断熱部材を積層した場合の断熱性能向上の
概念図である。
　図３（ａ）において、第二断熱層Ｂは、第二断熱部材３１～３５が積層されて構成され
ている。図３の上方が薄型側、下方が金型本体側とすると、第二断熱部材３１内における
温度分布は、太線３００のようになる。図３の左方が低温側、右方が高温側とすると、第
二断熱部材３１の表面温度をＴ0とした場合、第二断熱部材３１の表面から裏面にかけて
太線３００のように温度が低下している。この温度低下の度合いＴAは、第二断熱部材３
１の材質および物性（熱伝導率）によって決定される。次に第二断熱部材３１と第二断熱
部材３２と間では熱抵抗が生じるために、界面で温度差ＴBが生じる。これにより第二断
熱部材３２の表面温度は、第二断熱部材３１の裏面の温度からＴBを減じた温度となる。
この現象が続く第二断熱部材３３～３５でも生じることにより、結果として第二断熱層Ｂ
の断熱性能は温度Ｔ1となり、良好な断熱性能が得られる。また、断熱性能に劣る高い弾
性率を有する（硬い）断熱部材であっても積層することにより、断熱層の表面と裏面との
間に積層なしの場合よりも大きな温度差を生じさせることが可能となる。これに対し、図
３（ｂ）は第二断熱部材を積層しない形態の断熱性能を説明する図であり、この場合第二
断熱層Ｂが第二断熱部材３１のみから形成されているため、上記熱抵抗の現象が生じず、
断熱層の厚さが図３（ａ）の場合と同じであっても、第二断熱部材３１内における温度分
布は、第二断熱部材３１の材質の熱伝導率によって決まる。したがって該温度分布は太線
３０１のようになり、結果として第二断熱層Ｂの断熱性能は温度Ｔ2となり、図３（ａ）
の形態に比べて断熱性能が低下している。したがって、第二断熱層Ｂは、複数の薄い第二
断熱部材を積層し、これにより複数の薄い第二断熱部材間に熱抵抗が生じるようにして形
成されていることが有利であることが分かる。
【００２５】
　図３（ａ）の形態では、薄い第二断熱部材を５枚積層した例であるが、本発明において
第二断熱層Ｂは、１～５枚の第二断熱部材から構成されるのが好ましい。
　例えば、枚数が少ない場合、シリコンゴムのように縦弾性率が低い材料を使用すること
で変形しやすくなり、容易に平行度の狂いが調整される。枚数が多い場合は、紙など縦弾
性率が比較的大きいが薄い材料を使用すると、材料間の隙間の大小で平行度の狂いが調整
される。
【００２６】
　図４は、図２で示した形態の本発明の成形用金型が、仮に平行度に多少の狂いが生じて
いる場合であっても、成形プロセス中でこれを修正可能であることを説明するための図で
ある。
　図４（ａ）における成形用金型は、図２の形態の成形用金型とほぼ同じ構成を有するが
、上金型１１における薄型１１２が何らかの原因で傾き、金型の平行度に多少の狂いが生
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じている。この場合、断熱層１１４および１２４が存在しないとプレスの際に薄型１１２
の左側のみが下金型１２における薄型１２２に強く押し当てられることになり（片あたり
する状態）、微細な凹凸形状を溶融した樹脂に転写することができなくなる。しかし本発
明のように断熱層１１４および１２４を設けた場合は、断熱層の柔らかさ、とくに第二断
熱層Ｂの縦弾性率の低さから、プレスの際に第二断熱層Ｂが変形し、図４（ｂ）の矢印４
１，４２に示すように薄型１１２が動いて金型の平行度が修正され、結果として溶融樹脂
および微細な凹凸形状間に均一な圧力がかかり、良好な転写が達成される。
【００２７】
　なお、微細な凹凸形状を表面に有する薄肉の成形体を製造する場合、とくに本発明の成
形用金型を用いて特許文献１（特許第３８５７７０３号公報）に開示された成形体の製造
方法を実施する場合、成形面に溶融した熱可塑性樹脂を塗布する際、樹脂を吐出する吐出
口の先端部と成形型との距離をミクロンオーダーで精密に調整する必要があり、また一対
の金型間の平行度を厳密に確保する必要があるので、スタンパー１３を有する薄型を備え
た下金型１２が、縦弾性率の高い第一断熱層Ａのみからなる断熱層を有し、スタンパーを
備えていない上金型１１が、第一断熱層Ａと第二断熱層Ｂとを有することが好ましい。ス
タンパー１３を有する薄型１２２を備えた下金型１２が縦弾性率の高い第一断熱層Ａのみ
からなる断熱層を有することにより、薄型１２２が撓む恐れがなく、樹脂を吐出する吐出
口の先端部と成形型との距離を精密に調整することができるとともに、平行度も確保され
る。
【００２８】
　なお、断熱層の位置はとくに制限されず、上記のように薄型→第一断熱層Ａ→第二断熱
層Ｂ→金型本体でもよいし、薄型→第二断熱層Ｂ→第一断熱層Ａ→金型本体でもよい。ま
た上金型と下金型で断熱層Ａ，Ｂの順番を異なるように配置してもよい。また第一断熱層
Ａおよび第二断熱層Ｂを交互に積層することもできる。例えば薄型→第二断熱層Ｂ→第一
断熱層Ａ→第二断熱層Ｂ→金型本体の構成が挙げられる。さらに上金型に第一断熱層Ａお
よび第二断熱層Ｂを設けかつ下金型には第一断熱層Ａのみを設ける上記形態や、上金型に
第一断熱層Ａのみを設けかつ下金型に第一断熱層Ａおよび第二断熱層Ｂを設ける形態であ
ってもよい。さらにまた、上金型および下金型共に第一断熱層Ａのみを用いる形態や、上
金型および下金型共に第二断熱層Ｂのみを用いる形態であってもよい。
　また、上記では一対の金型を鉛直方向に動作する例を示したが、本発明はこれに制限さ
れず、例えば一対の金型を水平方向に動作させてもよい。
【００２９】
　次に本発明の成形体の製造方法、とくに本発明の成形用金型を用いて特許文献１（特許
第３８５７７０３号公報）に開示された成形体の製造方法を実施する場合について説明す
る。
　図５は、本発明の成形体の製造方法における塗布工程を説明するための図である。成形
用金型としては、前記の図２と同様の金型を用いているが、下金型１２における断熱層１
２４が、第一断熱層Ａのみからなる点が異なっている。吐出口５１１を備えた塗布装置５
１に溶融した熱可塑性樹脂（以下溶融樹脂ということがある）を供給し、スタンパー１３
上に、溶融樹脂５０を該吐出口５１１から吐出し、最終製品にほぼ近い形状および厚さに
、スタンパー１３の微細な凹凸部に溶融樹脂を充填する。図５の形態では、塗布装置５１
を矢印５２方向に移動させながら溶融樹脂５０の吐出を行っている。吐出口５１１の先端
部と薄型１２２との距離によって最終製品の厚さが規制される。このとき、薄型１１２お
よび１２２は、加熱手段１１３および１２３によって加熱される。これにより、スタンパ
ー１３に設けられた微細な凹凸部の形状が、溶融樹脂５０に転写される。続いて、溶融樹
脂を例えば１０ＭＰａ以下の圧力でプレスし、成形体の形状を整え、図示しない冷却手段
により溶融樹脂を冷却し固化させ、得られた製品を成形用金型から取り出す。
【００３０】
　なお、熱可塑性樹脂としてはとくに制限されないが、例えばポリメチルメタクリレート
(PMMA)、ポリカーボネート(PC)、シクロオレフィン(COP)、ポリエチレンテレフタレート(
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PET)、ポリブチレンテレフタレート(PBT)、ポリアリレート(PAR)、ポリイミド(PI)、ポリ
スチレン(PS)、ポリプロピレン(PP)、ポリアミド(PA)、ポリエチレン(PE)、ポリアセター
ル(POM)、エチレン-酢酸ビニル共重合樹脂(EVA)、アクリロニトリルブタジエンスチレン(
ABS)、ポリ塩化ビニル(PVC)、ポリフェニレンオキサイド(PPO)またはこれらの混合物など
が挙げられる。また、成形体に求められる性能にあわせて、特別に製造された熱可塑性樹
脂でもよい。また熱可塑性樹脂には必要に応じてガラス繊維やカーボンなどの各種充填材
や、耐熱安定剤、耐候安定剤、耐電防止剤、スリップ剤、アンチブロッキング剤、防曇剤
、滑剤、染料、顔料、天然油、合成油、ワックスなどの公知の各種添加剤を配合すること
もできる。本発明の方法によれば、厚さが５０μｍ～５ｍｍの範囲であり、成形体の辺長
が厚さの１０００倍を超える薄肉大面積の成形体を得ることができる。
【００３１】
　本発明により得られる成形体は、超微細加工、高い寸法精度、低残留応力、低複屈折、
高光透過性、優れた機械的強度を有する成形体を、超低圧の成形プロセスでありながら、
三次元、薄肉、かつ大面積の形状でもって提供可能であり、例えば、 (a)マイクロレンズ
アレイ、液晶用導光板、フレキシブルディスプレイ基板、波長板、反射板、位相差板、自
由曲面ミラー、LED発光パネル、フレネルレンズなどの電子ディスプレイ分野の基幹部品
、(b)フレキシブルポリマー製光導波路、自由曲面回折格子、二次元イメージセンサアレ
イ、ピックアップレンズ、ホログラム、フレキシブル導波路型照明板などの光情報通信分
野の基幹部品、(c)次世代DVD(ブルーレイディスク)、ブルーレイディスクのカバー層、DV
D、CD、超薄肉ICカードなどの光記録媒体分野の基幹部品、(d)集積化学チップ、DNAチッ
プ、バイオチップ、プロテインチップ、マイクロ流体デバイス、環境分析チップなどライ
フサイエンス分野の基幹部品、(e)燃料電池セパレータ、携帯電話超薄肉バッテリーケー
ス、太陽光集光フレネルレンズなど新エネルギー分野の基幹部品、等に好適に用いること
ができる。
【実施例】
【００３２】
　以下、実施例によって本発明をさらに説明する。
実施例１
　図２に示す本発明の成形用金型を用い、加熱手段１２３を稼動させて薄型１２２のキャ
ビティ面の表面温度を調べた。加熱手段１２３は、カートリッジヒータ(電熱ヒータ)であ
り、薄型のヒータ近傍に埋設された温度センサ(熱電対)で検出される薄型内部の温度が17
0℃になるように温度制御を行った。
　金型本体１２１および薄型１２２は、ステンレス鋼(SUS304)からなり、薄型１２２のキ
ャビティ面は正方形の形状をなし、そのサイズは一辺が１１０ｍｍである。
　断熱層１２４において、第一断熱層Ａは、厚み５ｍｍのフェノール樹脂製の板(１枚)で
あり、第二断熱層Ｂは厚み０．５ｍｍの紙を５枚重ねて使用した。第一断熱層Ａは、熱伝
導率が0.38W/(m・K)、縦弾性係数が60GPaである。第二断熱層Ｂは、熱伝導率が0.1W/(m・
K)、縦弾性係数が3GPaである。第一断熱層Ａは、薄型の裏面全域に接触するように配置し
た。また第二断熱層Ｂは第二断熱層Ａの裏面全域に接触するように配置した。上記の状態
で加熱手段を稼動させ、薄型１２２のキャビティ面の表面温度を調べた。なお、スタンパ
ー１３は設置していない。結果を図７に示す。
　図７の表面温度結果から、薄型１２２のキャビティ面の表面温度のばらつきは４℃であ
った。
【００３３】
比較例１
　実施例１において、第一断熱層Ａおよび第二断熱層Ｂを設けなかったこと以外は実施例
１を繰り返した。結果を図８に示す。
　図８の表面温度結果から、薄型１２２のキャビティ面の表面温度のばらつきは７℃であ
った。
【００３４】
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　実施例１の結果から、断熱層の存在により、薄型を効率的かつ迅速に加熱および冷却す
ることができ、また薄型の面内温度を均一に設定することができるので、スタンパー１３
を設置して溶融樹脂を塗布した際に、溶融樹脂に良好な転写が達成される。これに対し、
比較例１では断熱層が存在していないので、薄型の面内温度に低い場所が存在し、転写不
良の発生の恐れがある。
【００３５】
実施例２
　下記の装置を用いて成形体の製造を行った。
[塗布装置]
　吐出口形状：縦30mm×横1mm。図９に示す形状。
　押出・加圧機構：ピストン。
　ピストン径：φ10mm。
　塗布装置移動自由度：1自由度(塗布方向の前後動)。
　駆動方式：サーボモータの回転をボールねじにて直線運動に変換して塗布装置、ピスト
ンを移動。
　樹脂加熱手段：シリンダ外周に巻かれた電気ヒータ。吐出部は板状の電気ヒータ。
[金型]
　実施例１と同様。上金型１１の第一断熱層Ａおよび第二断熱層Ｂと、金型を構成する材
質は、下金型１２と同様。
　冷却源：温調水を通媒孔に流す。
[プレス]
　最大型締め力：10t。
　設定型締め力：1.2t。
[樹脂材料]
　材質：アクリル樹脂
　メーカ：(株)クラレ
　銘柄：パラペット（登録商標）GH1000Sシロアルミ
　２５０℃における溶融粘度：約８００Ｐａ．ｓ。
【００３６】
　上下金型における薄型の表面設定温度200℃で昇温した後、90℃、4時間で加熱予備乾燥
を行ったアクリル樹脂を、塗布装置の加熱シリンダに投入して可塑化した。加熱シリンダ
の設定温度は250℃とした。薄型１２２のキャビティ面に設置されたスタンパー１３上に
、吐出口の先端部と薄型との距離によって最終製品の厚さが規制されるように、塗布装置
を移動させながら溶融樹脂を塗布した。塗布速度は、１００ｍｍ／秒、塗布厚さは８０μ
ｍとした。その後、型締め力1.2ton(設定可能な最小プレス力)でプレスした。プレス力を
印加したまま、上下金型に通水して約60℃まで冷却した後、金型を開いて成形体をスタン
パから離型した。
【００３７】
　スタンパー１３は、縦３０ｍｍ、横５０ｍｍの長方形の形状を有し、厚さは０．３ｍｍ
である。スタンパー１３の形状が忠実に附形された成形体が得られた。
【００３８】
比較例２
　実施例２において、上下金型に第一断熱層Ａおよび第二断熱層Ｂを設けなかったこと以
外は実施例２を繰り返した。その結果、得られた成形体は、微細形状の一部に充填不良が
認められた。
【００３９】
実施例３
　実施例２において、上金型１１における金型本体の厚みを不均一にし、上下金型の平行
度を０．０１５°狂わせた。それ以外は実施例２と同様である。プレスの際に第二断熱層
Ｂが変形し、図４（ｂ）の矢印４１，４２に示すように薄型１１２が動いて金型の平行度
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が修正され、結果として溶融樹脂および微細な凹凸形状間に均一な圧力がかかり、スタン
パー１３の形状が忠実に附形された成形体が得られた。
【００４０】
比較例３
　実施例３において、上下金型に第一断熱層Ａおよび第二断熱層Ｂを設けなかったこと以
外は実施例３を繰り返した。その結果、プレスの際に薄型１１２が下金型１２における薄
型１２２に片あたりし、あたり方の弱い場所では、微細な凹凸形状を溶融した樹脂に完全
には転写することができなかった。
【００４１】
実施例４
　実施例２において、下金型１２の断熱層を第一断熱層Ａのみに変更したこと以外は、実
施例２を繰り返した。その結果、スタンパー１３の形状が忠実に附形された成形体が得ら
れた。なお、スタンパー１３の凹凸形状をさらに微細なものに変更した場合であっても、
本実施例４の形態では、実施例２よりも良好な転写が可能であることが判明した。
【００４２】
実施例５
　上下金型における第一断熱層Ａおよび第二断熱層Ｂを下記のように変更したこと以外は
、実施例２を繰り返した。
【００４３】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
【００４４】
　本発明によれば、樹脂が接する金型の成形面を、効率的かつ迅速に加熱・冷却可能とす
るとともに、微細な凹凸形状を表面に有する薄肉の成形体を製造する場合であっても、該
微細な凹凸形状の転写に悪影響を及ぼすことのない、成形体の成形用金型およびこれを用
いる成形体の製造方法を提供することができる。
　また本発明によれば、金型の平行度に多少狂いが生じていたとしても、成形プロセス中
でこれを修正することのできる成形体の成形用金型およびこれを用いる成形体の製造方法
を提供することができる。
　したがって本発明の成形用金型および製造方法は、プレス成形法、ナノインプリント成
形法、ホットエンボス成形法等、樹脂を加圧附形して最終製品を得る成形法に有用である
。
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【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明の成形用金型の一実施形態の正面図である。
【図２】本発明の成形用金型の別の実施形態を説明するための正面図である。
【図３】第二断熱層Ｂとして複数の薄い第二断熱部材を積層した場合の断熱性能向上の概
念図である。
【図４】図２で示した形態の本発明の成形用金型が、仮に平行度に多少の狂いが生じてい
る場合であっても、成形プロセス中でこれを修正可能であることを説明するための図であ
る。
【図５】本発明の成形体の製造方法における塗布工程を説明するための図である。
【図６】従来の成形用金型を説明するための図である。
【図７】実施例１の結果を説明するための図である。
【図８】比較例１の結果を説明するための図である。
【図９】実施例２で使用した吐出口の形状を説明するための図である。
【符号の説明】
【００４６】
　１　　本発明の成形用金型
　１１　　上金型
　１２　　下金型
　１３　　スタンパー
　３１，３２，３３，３４，３５　　第二断熱部材
　１１１，１２１　　金型本体
　１１２，１２２　　薄型
　１１３，１２３　　加熱手段
　１１４，１２４　　断熱層
　Ａ　　第一断熱層
　Ｂ　　第二断熱層
　５０　　溶融樹脂
　５１　　塗布装置
　５１１　　吐出口
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